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１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 307,898 △ 1.4 4,686 △ 26.7 5,692 △ 39.6

13年  3月期 312,203 0.3 6,393 △ 65.7 9,430 △ 51.3

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 7,831 - △ 71.41 - △ 8.8 2.2 1.8

13年  3月期 4,876 35.3 44.47 - 5.4 3.8 3.0

(注)①持分法投資損益 14年  3月期           -        百万円          13年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　        14年  3月期   109,663,265 株　　　          13年  3月期   109,663,291 株

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 257,608 85,062 33.0 775.68

13年  3月期 254,260 92,485 36.4 843.36

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期   109,663,010 株　　　13年  3月期   109,663,521 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 21,591 △ 19,747 3,085 39,853

13年  3月期 19,452 △ 19,178 △ 1,632 34,874

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  15　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成14年4月1日  ～  平成15年3月31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 145,000 700 200

通　　期 327,000 11,200 5,800

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    52円  89銭

（注）上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済

　　　情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

　　　なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の7ページをご参照ください。
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　　１．企業集団の状況

　企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　連結子会社　　　　　　　　その他の関係会社

　　　

※(株)エイタスは、重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　　　　

販売委託

施設の管理委託

ソフトウェアの

使用権許諾

コンピュータの

保守サービス委託

コンピュータ等の仕入

ユニシス・

 コーポレーション

ユニアデックス㈱

当　　社

日

　　　

本

ユ

ニ

シ

ス

㈱

※　㈱ エイタス

日本ユニシス・

   　  ビジネス㈱

㈱国際システム

日本ユニシス・

　  ソフトウェア㈱

日本ユニシス・

ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

北海道ソフト・

エンジニアリング㈱

東北ソフト・

エンジニアリング㈱

中部ソフト・

エンジニアリング㈱

広島ソフト・

エンジニアリング㈱

九州ソフト・

エンジニアリング㈱

関西ソフト・

エンジニアリング㈱

日本ユニシス・

 情報システム㈱

三井物産㈱

（仕入代行機関）

ソフトウェアの

　開発委託

コンピュータの据付・調整、

周辺機器の製造委託

ソフトウェア開発の提供

保守部品の管理委託

コンピュータシステム

の運用・管理委託

コンピュータ、

ソフトウェア、

サービスの提供

ネットワークの構築・設計、

コンピュータの保守サービス

の提供

アウトソーシング、

ネットワークサービス

の提供

コンピュータ・

サプライ商品

の提供

（ソフトウェア開発会社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　客

日本ユニシス・

　　   サプライ㈱

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

（運輸･航空業界向け

等)の提供

Ｏ．Ｓ．

エンジニアリング㈱



日本ユニシス（連結）

- 3 -

２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針

　日本ユニシス・グループは、日本ユニシス本体とグループ企業の総合力、企業価値を

より高めることによって、顧客の「IT ベストパートナー」となることを目指し、IT を

軸とした各種事業活動を通じて、お客様、株主、投資家の皆様、従業員および社会にと

って魅力ある企業となるべく努力しております。

　インターネットの普及により本格的なネットワーク時代を迎えた IT 業界は、ブロー

ドバンド化、ユビキタス・コンピューティング（時間、場所を問わずコンピュータを利

用できる環境）等新たな技術が百花繚乱の状況にあり、凄まじい勢いで技術革新がなさ

れております。このため企業においては、IT の戦略的な活用によって競争力を高め、

BPR（業務プロセス再構築）を推進することが経営戦略上最重要視されており、企業そ

のものの死活問題にまで影響を及ぼしております。このような状況の中、当社は、成長

力と競争力を併せ持つ活力ある「新生日本ユニシス」となることを目指して、新経営方

針「Re-Enterprising」を推進しております。この経営方針では、「顧客価値創造企業」

となることを目標に、最適なハードウェア、ソフトウェア、ソリューションを提供し、

それを有機的に連動させることを目指しております。また、他企業との提携、協力を積

極的に推進し、より顧客サイドに立ったシステムの提供に努めてまいります。

　また、当社では、平成 13年７月に CIO（Chief Information Officer）を、同年 10月

に CSO（Chief Systemservice Officer）を新設いたしました。本アクションは、日本ユ

ニシス・グループ全体の経営戦略を明確化し、グループ全体の情報システムを有機的に

統合させることで、一層の競争力の強化を目的としており、購買プロセス見直しによる

調達コストの削減等、実施初年度より具体的な形で成果が現れてきております。

　これらの施策を実施することにより、平成 15年度には連結 ROE10％超、連結営業利

益 180億円を達成することを目標としております。

　利益配分につきましては、市場ニーズを的確に把握し、競合力の高い商品の開発およ

び戦略的な投資を積極的に推進すると同時に、より一層のコスト削減、財務体質の強化

を実施し、継続的な利益還元を行うことを基本方針としております。

経営管理組織の整備等につきましては、経営管理機能と業務執行機能の分離を図るべ

く平成 13年 7月に執行役員制を導入いたしました。これにより、より迅速な経営判断、

業務執行を行うことを可能といたしました。
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なお、当社は、三井物産株式会社および米国ユニシス・コーポレーションの関連会社

であり、ユニシス・コーポレーション製のプロダクトを日本国内で提供し、これらのプ

ロダクトの仕入れに関して三井物産株式会社を代行機関としており、そのため３社間で

綿密な協力体制を敷いております。

今後のわが国経済は、一部に明るい兆しが見えつつありますが、本格的な景気回復の

実現にはまだ時間がかかることが予想され、IT業界においても引き続き販売競争の激化

等、厳しい経営環境が続くものと思われます。

当社といたしましては、このような環境下、さらなる事業拡大を目的として、アウト

ソーシング／ブロードバンド・ネットワーク／Ｅビジネス等次世代の収益の柱となるこ

とが期待される分野への積極的な注力を図ってまいる所存であります。また、より強固

な経営体質実現のために、成長分野への積極的な投資を実施する一方、今後ともグルー

プ企業全体でのコスト構造の改善を継続いたします。さらに、各事業部、グループ企業

を有機的に機能させることでグループ全体としての競争力強化を図り、収益の拡大を推

進していく所存であります。
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３．経営成績および財政状態３．経営成績および財政状態３．経営成績および財政状態３．経営成績および財政状態

１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績

(1)当期の概況

当期のわが国経済は、米国経済をはじめとする世界的景気減速の中で、輸出、生産

の落ち込みによる設備投資の低迷に加え、長引く金融機関の不良債権処理、雇用環境

の急激な悪化等により、一層厳しさを増してまいりました。

IT業界においては、半導体価格の下落や PCを中心とした販売競争の激化による価

格下落等厳しい状況が見受けられました。しかしながら、情報関連投資は引き続き右

肩上がりの傾向を示しており、また、政府が推進する「e-Japan 構想」による IT 化

支援もあることから、持続的な成長が期待されています。

このような環境下において、当社は、成長力と競争力を併せ持つ活力ある「新生日

本ユニシス」になることを目指して、新経営方針「Re-Enterprising」を掲げました。

この経営方針に基づき、「顧客価値創造企業」になることを始めとして、「コスト構造

の改善」、「新たな企業風土の確立」、「個を活かす企業への転換」、「グループ戦略の強

化」を実行し、平成 15 年度までの数値目標達成を目指した事業活動を展開してまい

りました。

事業毎における戦略としては、「金融」、「社会公共」等従来からの業界別事業部門を

収益の柱と位置付けました。また、「アウトソーシング」事業部門、ネットワークを中

心とした新たなビジネスモデルの構築を行う「テクノロジー」事業部門、さらに「サ

ービス＆サポート」事業部門等を将来的成長分野と位置付け、経営資源の重点配分を

実施し、業界の枠を超えた事業活動を展開してまいりました。特に、アウトソーシン

グ・ビジネスにおいては、金融機関、航空会社、旅行会社、製造業等幅広いユーザー

の獲得に成功し、また、次世代型アウトソーシング・サービスモデル

「PowerRentalTM」を発表する等積極的な事業展開を推進し、長期にわたる安定収益

への貢献が期待できる状況にあります。

ソフトウェアおよびサービス分野においては、来るべき「ブロードバンド」、「ユビ

キタス・コンピューティング」時代に対応するべく、ブロードバンド・ビジネス部を

新設した他、業界毎のアプリケーション・ソフトウェアの整備や ASP(Application

Service Provider)、コンサルティング、システム構築／サポート等の各種サービス・

ビジネスを積極的に推進し、収益力の強化に努めてまいりました。

また、ハードウェア分野においては、Windowsプラットフォーム上で稼働し、メイ

ンフレームクラスの信頼性・処理能力を実現した「ES7000」は、従来のユーザー以

外からも幅広い支持を頂き、基幹系／情報系／サーバ統合等様々な用途においてユー

ザーの業務支援を実現いたしました。
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一方、日本ユニシス・グループとしては、グループ企業の強化を目的として、各々

の関係会社におけるミッションおよび戦略をより明確にし、収益力の向上や独自技術

の開発、差別化により、市場競争力の強化を図ってまいりました。また、グループ総

合力強化策の一環として、運輸・航空業界向けアウトソーシング・ビジネスの提供会

社であります株式会社エイタスを、昨年３月に設立いたしましたのに引き続き、当期

においても、商品先物取引業界向けのアウトソーシング・ビジネス提供会社である株

式会社トレードビジョンを設立いたしました。

当期の連結業績につきましては、システムサービスおよびアウトソーシングを中心

としたサービス・ビジネスが順調に伸びてきておりますが、長引く景気低迷の影響や

価格競争の激化から、売上高は、３,０７８億９８百万円（前期比１.４％減）にとど

まりました。利益面におきましては、あらゆる分野で大幅なコスト削減を実施しまし

たが、価格競争の激化等による利益率の低下をカバ－しきれず、営業利益は４６億

８６百万円（前期比２６.７％減）と減少いたしました。また、経常利益につきまして

も、前期ほどの株式売却益等の計上はなく、５６億９２百万円（前期比３９.６％減）

となりました。さらに、当期純利益は、「コスト構造の改善」の一環として長期的な人

件費の抑制を目的とした特別退職支援制度「特別プログラム」を実施し、特別損失を

１６５億円計上したこと等により、７８億３１百万円の赤字となりました。

　　売上構成別に見ますと、サービス等売上は１,６７８億９５百万円（前期比１１.３％

増）と順調に増加いたしましたが、ソフトウェア売上は５３４億２８百万円（前期比

１５.３％減）、ハードウェア売上は８６５億７４百万円（前期比１１.９％減）と減少

いたしました。

　 　また、売上構成比率においては、ハードウェア売上が２８.１％（前期３１.５％）、

ソフトウェア売上が１７.４％（前期２０.２％）およびサービス等売上が５４.５％（前

期４８.３％）となりました。

     当期の配当金につきましては、厳しい経営環境が続きますが、株主各位への安定的

な利益還元を念頭に置き、前期同様１株につき７円５０銭（中間期３円７５銭、期末

３円７５銭）を計画しております。

※　Windows は、米国 Microsoft 社の米国およびその他の国における登録商標であります。
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 (2)次期の見通し

IT業界においては、価格競争の激化により、例年以上の厳しい販売競争の展開が予

想されますが、次期の業績計画につきましては、アウトソーシング・ビジネスを中心

としたサ－ビス・ビジネスの伸長により、通期では６.２％の増収を計画しております。

　また、利益面につきましては、主に当期に実施した特別退職支援制度「特別プログ

ラム」による経費削減効果や引き続きコスト削減を徹底することにより、営業利益段

階で大幅な回復を見込んでおり、経常利益、当期純利益も同様に増益となり、連結損

失は当期一期限りで、次期業績は回復に向かう計画であります。

２．財政状態２．財政状態２．財政状態２．財政状態

　当期の現金及び現金同等物は、前期並みの投資活動による資金需要はあったものの、

営業活動および財務活動により得られた資金により、前期に比べ４９億７９百万円増加

の３９８億５３百万円となりました。

  営業活動により得られた資金につきましては、税金等調整前の損益は１２７億２百万

円の損失（前期比２２１億９２百万円減）となりましたが、特別損失として計上した特

別退職支援金１６５億３０百万円が次期の支払いとなること、非現金支出費用である減

価償却費２０６億４６百万円の計上（前期比１７億１４百万円増）および売上債権・仕

入債務の増減等の結果、２１５億９１百万円（前期比２１億３８百万円増）となり

ました。

  投資活動により支出した資金につきましては、賃貸用コンピュータ等の有形固定資産

の取得に１１９億９６百万円（前期比４９億１１百万円減）、販売用およびアウトソーシ

ング用ソフトウェア等の無形固定資産の取得に１００億１１百万円（前期比３０億８４

百万円増）等であり、株式の持合い見直しによる有価証券の売却による収入２６億６２

百万円（前期比１８億９８百万円減）等と合わせ、１９７億４７百万円（前期比５億

６８百万円増）となりました。

  財務活動による資金につきましては、特別退職支援金の支払いに備えた長期借入れ等

による収入１２６億円（前期比６７億円増）がありましたが、長期借入金の返済７８億

２６百万円（前期比１２億１３百万円増）、短期借入金の減少２１億３８百万円（前期比

２０億４４百万円増）等により、３０億８５百万円の増加（前期比４７億１８百万円増）

となりました。
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４．連結財務諸表等

連結損益計算書

                                                                                                                
当連結会計年度 前連結会計年度 比較増減(△)

科　　　　　　　目
13.4.1～14.3.31 12.4.1～13.3.31 金　　　額 増減率

百万円□ 百万円□ 百万円□ ％

売 上 高          ３０７，８９８ ３１２，２０３ △ ４，３０５ △ 1.4

売 上 原 価          ２２６，７７１ ２２１，８９３ ４，８７７ 2.2

売 上 総 利 益          ８１，１２６ ９０，３０９ △ ９，１８３ △ 10.2

販売費及び一般管理費          ７６，４４０ ８３，９１６ △ ７，４７６ △ 8.9

営 業 利 益          ４，６８６ ６，３９３ △ １，７０６ △ 26.7

営 業 外 収 益          
受取利息及び受取配当金 ３０９ ３５９ △ ５０
上場有価証券売却益 ８４７ ２，６９５ △ １，８４８
建 物 賃 貸 収 入 ４９８ ６１７ △ １１９
そ の 他 　　４７７ １，２８３ △ ８０６

営 業 外 費 用          
支 払 利 息 １，０３３ １，２２８ △ １９５
為 替 差 損 － ５７５ △ ５７５
そ の 他 ９２ １１４ △ ２１

経 常 利 益          ５，６９２ ９，４３０ △ ３，７３７ △ 39.6

特 別 利 益          
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ７３ － ７３
固 定 資 産 売 却 益 － ４１１ △ ４１１
投資有価証券売却益 ３２ １７３ △ １４１
そ の 他 － １８ △ １８

特 別 損 失          
特 別 退 職 支 援 金 １６，５３０ － １６，５３０
子会社事業構造改善費用 １，４５３ － １，４５３
投資有価証券評価損 ２５１ ３１８ △ ６６
固 定 資 産 売 廃 却 損 １２７ １１７ ９
そ の 他 １３８ １０９ ２８

税金等調整前当期純利益
（△は損失）

△ １２，７０２ ９，４８９ △ ２２，１９２ －

法人税、住民税及び事業税 ５，００７ ６，０９４ △ １，０８６

法 人 税 等 調 整 額          △ ９，８９５ △ １，６９３ △ ８，２０２

少 数 株 主 利 益          １６ ２１１ △ １９４

当期純利益（△は損失） △ ７，８３１ ４，８７６ △ １２，７０８ －
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連結貸借対照表

当連結会計年度 前連結会計年度
科　　　　目

平成14年3月31日 平成13年3月31日
比較増減(△)

百万円□ 百万円□ 百万円□

(資産の部)

流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金            ３４，９０１ ３１，５９８ ３，３０２
受 取 手 形 及 び 売 掛 金            　８５，３８４ １００，７３８  △ １５，３５４
有 価 証 券            － ４０５  △ ４０５
た な 卸 資 産            ２２，００９ １７，７８９ ４，２２０
繰 延 税 金 資 産            １２，６２６ ５，２４７ ７，３７９
そ の 他            １２，２３４ ９，２２５ ３，００８
貸 倒 引 当 金             △ １８３  △ ３０４ １２１

流 動 資 産 計         １６６，９７２ １６４，６９９ ２，２７３

固 定 資 産         

有 形 固 定 資 産         

建 物 及 び 構 築 物            ７，０５９ ７，３１４  △ ２５５
機 械 装 置 及 び 運 搬 具            ２５，７５９ ２８，９５５  △ ３，１９５
土 地            １，６７２ １，６７３ ０
そ の 他            ３，３３０ ５，６８７  △ ２，３５６

有形固定資産計         ３７，８２２ ４３，６３０  △ ５，８０８

無 形 固 定 資 産         

ソ フ ト ウ ェ ア            １３，５４６ ８，６０７ ４，９３８
そ の 他            ４０２ ４１０  △ ８

無形固定資産計         １３，９４８ ９，０１７ ４，９３０

投資その他の資産         

投 資 有 価 証 券            ９，６２３ ８，７５１ ８７１
繰 延 税 金 資 産            １３，４８９ １１，９１２ １，５７６
敷 金            １４，２３０ １４，４７１  △ ２４０
そ の 他            ２，１９７ ２，４９２  △ ２９５
貸 倒 引 当 金             △ ６７６  △ ７１６ ４０

投資その他の資産計 ３８，８６４ ３６，９１２ １，９５１
固 定 資 産 計         ９０，６３５ ８９，５６１ １，０７３

資 産 合 計         ２５７，６０８ ２５４，２６０ ３，３４７
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当連結会計年度 前連結会計年度
科　　　　目

平成14年3月31日 平成13年3月31日
比較増減(△)

百万円□ 百万円□ 百万円□

(負債の部)

流 動 負 債         
支 払 手 形 及 び 買 掛 金            ４１，０９３ ５４，０１９  △ １２，９２６
短 期 借 入 金            １０，１６９ １２，３０７  △ ２，１３８
長期借入金 ( 1 年以内 )            ８，２０９ ７，８２６ ３８２
社 債 （ １ 年 以 内 ） １０，０００ － １０，０００
未 払 法 人 税 等            ３，４３８ ５，３６５  △ １，９２７
未 払 金            １８，０３２ － １８，０３２
未 払 費 用            １４，２０２ １６，６５０  △ ２，４４７
引 当 金            １，４６０ １，６２８  △ １６７
そ の 他            １７，７００ １７，５２７ １７３

流 動 負 債 計        １２４，３０５ １１５，３２５ ８，９８０

固 定 負 債         
社 債            － １０，０００  △ １０，０００
長 期 借 入 金            ２５，６７４ ２１，２８３ ４，３９０
退 職 給 付 引 当 金            １４，２３６ ９，６０６ ４，６２９
そ の 他 の 引 当 金            ８２８ ９９７  △ １６９
そ の 他            ６，０７７ ３，１７４ ２，９０２

固 定 負 債 計        ４６，８１６ ４５，０６２ １，７５３

負 債 合 計         １７１，１２２ １６０，３８７ １０，７３４

少 数 株 主 持 分         １，４２３ １，３８７ ３５

(資本の部)

資 本 金            ５，４８３ ５，４８３ －

資 本 準 備 金            １５，２８１ １５，２８１ －

連 結 剰 余 金            ６３，００６ ７１，７２０  △ ８，７１４

　　　その他有価証券評価差額金            １，２９２ － １，２９２

自 己 株 式             △ ０  △ ０ ０

資 本 合 計         ８５，０６２ ９２，４８５  △ ７，４２２

負債、少数株主持分及び資本合計 ２５７，６０８ ２５４，２６０ ３，３４７
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連結剰余金計算書

                                                                    
当連結会計年度 前連結会計年度

科　  　　　目
13.4.1～14.3.31       12.4.1～13.3.31       
             　　百万円□              　　百万円□

連 結 剰 余 金 期 首 残 高                     ７１，７２０      ６７，７３７

連 結 剰 余 金 減 少 高                          ８８２           ８９３

配 当 金                         ８２２           ８２２

役 員 賞 与                           ５９             ７１

当 期 純 利 益 （ △ は 損 失 ） △       ７，８３１        ４，８７６

連 結 剰 余 金 期 末 残 高                     ６３，００６      ７１，７２０
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連結キャッシュ・フロー計算書

当連結会計年度 前連結会計年度
科            目

13.4.1～14.3.31 12.4.1～13.3.31
比較増減（△）

百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益（△は損失） △ １２，７０２ ９，４８９ △ ２２，１９２

減価償却費 ２０，６４６ １８，９３２ １，７１４

特別退職支援金 １６，５３０ － １６，５３０

固定資産売却益 － △ ４１１ ４１１

投資有価証券売却益 △ ８８０ △ ２，８６９ １，９８９

引当金の増減額 ４，１３１ △ ３，４３９ ７，５７０

売上債権の増減額 １５，３５４ △ ６，４７３ ２１，８２７

たな卸資産の増加額 △ ４，２２０ △ ２，５５９ △ １，６６０

仕入債務の増減額 △ １２，９３０ ８，６８９ △ ２１，６２０

その他営業活動によるキャッシュ・フロー ３，３１９ ２，２８５ １，０３３

小計 ２９，２４７ ２３，６４２ ５，６０５

利息及び配当金の受取額 ３２２ ３７５ △ ５３

利息の支払額 △ １，０４３ △ １，２１５ １７２

法人税等の支払額 △ ６，９３５ △ ３，３５０ △ ３，５８４

営業活動によるキャッシュ・フロー ２１，５９１ １９，４５２ ２，１３８

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ １１，９９６ △ １６，９０７ ４，９１１

有形固定資産の売却による収入 ２１３ ６７６ △ ４６３

無形固定資産の取得による支出 △ １０，０１１ △ ６，９２６ △ ３，０８４

投資有価証券の取得による支出 △ ７２８ △ ６８３ △ ４４

投資有価証券の売却による収入 ２，６６２ ４，５６１ △ １，８９８

その他投資活動によるキャッシュ・フロー １１２ １００ １２

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １９，７４７ △ １９，１７８ △ ５６８

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △ ２，１３８ △ ９４ △ ２，０４４

長期借入金による収入 １２，６００ ５，９００ ６，７００

長期借入金の返済による支出 △ ７，８２６ △ ６，６１３ △ １，２１３

その他の借入による収入 １，４０８ － １，４０８

その他の借入の返済による支出 △ １２９ － △ １２９

配当金の支払額 △ ８２２ △ ８２２ ０

その他財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５ △ ２ △ ２

財務活動によるキャッシュ・フロー ３，０８５ △ １，６３２ ４，７１８

現金及び現金同等物の増減額 ４，９２９ △ １，３５９ ６，２８８

現金及び現金同等物の期首残高 ３４，８７４ ３６，２３３ △ １，３５９

新規連結による現金及び現金同等物の増加額 ５０ － ５０

現金及び現金同等物の期末残高 ３９，８５３ ３４，８７４ ４，９７９
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　１５社

  　   日本ユニシス･サプライ㈱
       ユニアデックス㈱
       日本ユニシス・ソフトウェア㈱　他

　　　　なお、当連結会計年度より、重要性が増したため、㈱エイタスを連結の範囲に含めております。

（２）非連結子会社の数　３社

２.持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション他２社）および関連会社（(株)
静岡ソフトバンク他６社）は、それぞれ連結純損益および連結剰余金におよぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱国際システムの決算日は連結決算日と異なり、１２月３１日であります。
連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　　       

① 有価証券
その他有価証券

イ．時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
（追加情報）
当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の
方法について金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年 1月 22日））
を適用しております。
この結果、その他有価証券評価差額金１,２９２百万円が計上される
とともに、投資有価証券等が２,２３０百万円増加し、固定資産の繰
延税金資産９３９百万円および少数株主持分０百万円がそれぞれ減
少しております。

ロ．時価のないもの 移動平均法による原価基準

② デリバティブ 時価法
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③ たな卸資産
イ．販売用

コンピュータ
移動平均法による原価基準
（会計方針の変更）
従来個別原価法による原価基準により評価しておりましたが、ビジ
ネスプロセスの見直しにおける新会計パッケージの導入を契機に、
たな卸資産の管理をより合理的に行う目的から、当連結会計年度よ
り移動平均法による原価基準に変更しております。
この変更にともなう影響額は軽微であります。

ロ．保守サービス用
部品他

移動平均法による原価基準

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 建物及び構築物 定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した
建物（附属設備を除く）については、定額法によっております。
なお、耐用年数は６年～５０年であります。

② 賃貸コンピュータ
   (機械装置及び運搬具)

賃貸販売条件に対応し５年で残存価額が零となる方法によっておりま
す。
（耐用年数の変更）
平成１３年度の法人税法の改正を契機に、経済的耐用年数の見直しを
行った結果、当連結会計年度より耐用年数を従来の６年から５年に短
縮しております。
この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比較し、営業利益お
よび経常利益はそれぞれ７３３百万円少なく、税金等調整前当期純損
失は７３３百万円多く計上されております。

③ ソフトウェア
市場販売目的の

ソフトウェア
見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額と
を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。
なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。

自社利用のソフトウェア 見込利用可能期間に基づく定額法によっております。
なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っております。

（３）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、計上しております。
なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理して
おります。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(１０年)による定額法により翌期から費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（１０年）による定額法により費用処理しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

（６）重要なヘッジ会計の方法

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約取引を、短期借入金の金利変動リスクに対して金
利スワップ取引をそれぞれヘッジ手段として行っております。
ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当処理を行っております。

（７）消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法によっております。

６. 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、発生年度より実質的判断による年数の見積り可能なものはその見積期間、その他については５
年間の定額法により償却しております。

　　　  
７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度に確定した利益処分に基づいて作成しておりま
す。

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な
預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期投資であります。

９．会計方針の変更

売上計上基準の変更

サービス等売上の内システムの受託開発に関しましては、従来成果物の納品時に売上計上を行っておりましたが、
近年の受託開発物件の大型化および複雑化にともない、成果物納品後請求権が発生する迄に時間を要するように
なったこと、当連結会計年度におけるビジネスプロセスの見直しにより検収データにより売上計上する環境が整
ったことから、当連結会計年度よりシステムの受託開発に関する売上の計上基準を従来の納品基準から検収基準
に変更いたしました。
この変更にともない、従来と同一の基準によった場合と比較し、売上高は４１９百万円少なく、営業利益および
経常利益はそれぞれ４９百万円少なく、税金等調整前当期純損失は４９百万円多く計上されております。
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連結貸借対照表注記

当連結会計年度 前連結会計年度
１．有形固定資産減価償却累計額 １１７,０９１百万円 １１４,３３５百万円
２．保証債務 ６,８６８百万円 ７,６６８百万円
３．連結会計年度末日満期手形の会計処理
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度および前連結会計年度の末日
が、金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりであります。

受取手形 ３１百万円 ６８６百万円
支払手形 ５０７百万円 ６７３百万円

連結キャッシュ・フロー計算書注記

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
                                                                                          

当連結会計年度 前連結会計年度
百万円 百万円

現金及び預金勘定 ３４,９０１ ３１,５９８
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △４７ △１２７
有価証券(マネー・マネジメント・ファンド他) － ４０５
貸付金（売戻し条件付き現先）       ５,０００        ２,９９８
現金及び現金同等物 ３９,８５３ ３４,８７４

リース取引関係

１．借主側

所有権移転外ファイナンス・リース
(１) 取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度
取得価額 減価償却累計額 期末残高 取得価額 減価償却累計額 期末残高
相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

百万円 百万円
機械装置及び運搬具 ７ １ ６ １１ ６ ４
有形固定資産のその他   ２７３ １４６ １２７   ５１９ ２６２ ２５６
   ソフトウェア 　　　　     ２,７００      ３３２  ２,３６８  　     －        －          －

合　　　　　計 ２,９８１ ４７９ ２,５０１ ５３０ ２６９ ２６１

(２) 未経過リース料期末残高相当額
百万円 百万円

１ 年 以 内      ５０２ １３１
  １ 年 超           １,９９９        １３０
合 計      ２,５０１ ２６１

(注) 取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(３) 支払リース料および減価償却費相当額
当連結会計年度 前連結会計年度

百万円 百万円
支 払 リ ー ス 料        ４４１ １９５
減価償却費相当額        ４４１ １９５

(４) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．貸主側

所有権移転外ファイナンス・リース
(１) 取得価額、減価償却累計額及び期末残高

当連結会計年度 前連結会計年度
取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

累計額 累計額
百万円 百万円

機械装置及び運搬具               １,４１０ １,０６７ ３４２     ９０６ ４５３ ４５３

(２) 未経過リース料期末残高相当額
百万円 百万円

１ 年 以 内      １５７ １７５
  １ 年 超         ２０９   ３２９
合 計      ３６６ ５０４

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高および見積残存価額の残高の合計額が、営業
債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しております。

(３) 受取リース料および減価償却費
百万円 百万円

受 取 リ ー ス 料        ２１１ ２３４
減 価 償 却 費        １８４ ２０２
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

当連結会計年度 前連結会計年度

     (1)流動資産                                     百万円 百万円
繰延税金資産
未払特別退職支援金
賞与引当金超過額
無償サービス費引当金
たな卸資産評価損
未払事業税・事業所税
その他

６,９５９
３,０４４
５００
５６２
４８４

１,０７５

－
２,６６２
５７０
６３４
６２５
７５４

繰延税金資産合計 １２,６２６ ５,２４７

     (2)固定資産
繰延税金資産
減価償却超過額
繰延資産償却超過額
退職給付引当金
その他

７,９２７
３,４９３
５,６９１
１,３８０

５,７９７
５,１６２
４,００１
８９８

繰延税金資産小計 １８,４９１ １５,８５９
評価性引当額 △１２０ △９１
繰延税金資産合計 １８,３７１ １５,７６７

繰延税金負債
プログラム積立金
その他

△３,５０５
△１,３７５

△３,３３０
△５２５

繰延税金負債合計 △４,８８１ △３,８５５

繰延税金資産（負債）の純額 １３,４８９ １１,９１２

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

当連結会計年度 前連結会計年度
％ ％

法定実効税率 ４２.１ ４２．１
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 △３．１ ４．２
住民税均等割額 △０．７ ０．８
その他 ０．２ △０．７

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８．５ ４６．４
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度および当連結会計年度については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、その他関連商品
ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業の種類別セグメ
ント情報の記載を行っておりません。

（２）所在地別セグメント情報

前連結会計年度および当連結会計年度については、在外連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメント
情報の記載を行っておりません。

（３）海外売上高

前連結会計年度および当連結会計年度については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、海
外売上高の記載を省略しております。
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６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績
                                                                 

品      目
金    額 前 期 比

百万円 ％

シ ス テ ム サ ー ビ ス            

ソ フ ト ウ ェ ア            

８７,１８２

１６,７９４

１４．３

１８．１

合           計 １０３,４７７ １４．９

（２）受注状況
                                                                                               

区　    分
受 注 高 前 期 比 受 注 残 高 前 期 比

百万円 ％ 百万円 ％

ハ ー ド ウ ェ ア            

ソ フ ト ウ ェ ア            

サ ー ビ ス 等            

   ８５，５５４

３７，８８８

１７５，８４１

△３．６

△ １５．６

△８．４

３７，６７６

２９，８４０

１０１，５２３

１０．５

 　 　　２．２
 

４２．７

合           計 ２９９，２８４ △８．１ １６９，０４０ ２５．７

（注）受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。

（３）販売実績
                                                    

区      分
金    額 前 期 比

百万円 ％
ハ ー ド ウ ェ ア            

ソ フ ト ウ ェ ア            

サ ー ビ ス 等            

８６，５７４

５３，４２８

  １６７，８９５

△１１．９

△１５．３

１１．３

合           計 ３０７，８９８ △１．４
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７．有価証券関係

（前連結会計年度）
                                                    
  １．その他有価証券で時価のあるもの
      平成１２年大蔵省令第９号附則第３項により、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を
      行っていないため、記載を省略しております。
                                                                                                     
  ２．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券

   売却額          ４,４６９百万円
   売却益の合計額          ２,８６９百万円

  ３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

      その他有価証券                                                                                 
          非上場株式(店頭株式を除く)         １,３７２百万円
          その他              ４０５百万円

 （当連結会計年度）                                                       

  １．その他有価証券で時価のあるもの

       種         類      取  得  原  価    連結貸借対照表計上額        差       額

 連結貸借対照表計上額が
               取得原価を超えるもの

百万円 百万円 百万円

        株          式           ２,６３０           ５,４５４           ２,８２４

        債          券                ２０                ２０                  ０

          小      計           ２,６５０            ５,４７５           ２,８２４

 連結貸借対照表計上額が
             取得原価を超えないもの

        株          式         ２，８２９           ２，２０５           △６２３

        債          券                  ５                   ４  ０

          小      計          ２，８３４           ２，２１０           △６２３

        合          計          ５，４８４            ７,６８５           ２,２０１

 
  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
  ・売却額 ２，８４３百万円    ・売却益の合計額  ９１３百万円  ・売却損の合計額 △３２百万円

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額
     ・その他有価証券

非上場株式(店頭株式を除く)    １，７６７百万円
  ４．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額
     ・その他      １年以内 ５百万円 １年超５年以内 ２０百万円

８．デリバティブ取引関係

（前連結会計年度および当連結会計年度）

  すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。
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９．退職給付会計関係

(１) 採用している退職給付制度の概要
当社は、第２１期(昭和４３年度)より確定給付型の制度(日本ユニシス厚生年金基金：連合設立)を設け、退職一時
金制度を段階的に移行し、１００％年金化しております｡
連結子会社のうちユニアデックス(株)は、当連結会計年度に当社より従業員の転籍者を受入れ、退職金制度の継承
を行い、同厚生年金基金に加入しております。
その他の連結子会社は、確定給付型適格年金制度および退職一時金制度を設けております。
また、一部の連結子会社は総合型厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付実務指針
３３項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当該連結子会社の加入人員割合に基づく期
末年金資産残高は１，７４０百万円であります。

(２) 退職給付債務に関する事項 （当連結会計年度） （前連結会計年度）
① 退職給付債務                                   △１８４，２３２百万円       △１８４，４３５百万円
② 年金資産      ９７，７６７百万円         １１４，０５３百万円
③ 未積立退職給付債務（①＋②）                     △８６，４６４百万円         △７０，３８１百万円
④ 会計基準変更時差異の未処理額                       ３２，８３９百万円           ３６，９６５百万円
⑤ 未認識過去勤務債務                                 △３，９７２百万円                  －
⑥ 未認識数理計算上の差異      ４３，３６０百万円           ２３，８０９百万円
⑦ 退職給付引当金（③＋④＋⑤＋⑥）                 △１４，２３６百万円           △９，６０６百万円
(注) 1. 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。
3. 当連結会計年度において規約改正(支給開始年齢の引き上げ)を行ったため、過去勤務債務(債務の減額)が
発生しております。

        
(３) 退職給付費用に関する事項 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

① 勤務費用                                             ６，８１６百万円             ６，４５４百万円
② 利息費用                                             ５，４８５百万円             ５，１６７百万円
③ 期待運用収益                                       △４，４８５百万円           △４，６７５百万円
④ 会計基準変更時差異の費用処理額                       ４，１２５百万円             ４，１２３百万円
⑤ 未認識過去勤務債務の費用処理額                         △２０３百万円                   －
⑥ 未認識数理計算上の差異の費用処理額         ２，３９１百万円                     －       
⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥)      １４，１３０百万円     １１，０７０百万円
(注) 1. 勤務費用は､厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に含めております。
3．上記退職給付費用の他に特別退職支援金１６，５３０百万円を特別損失に計上しております。

        
(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項              （当連結会計年度） （前連結会計年度）

① 退職給付見込額の期間配分方法                         期間定額基準                   同  左
② 割引率                                                 ２.７５ ％                  ３.０％
③ 期待運用収益率                                         ４.０ ％                    ４.０％
④ 過去勤務債務の処理年数                １０年                       －
⑤ 数理計算上の差異の処理年数                １０年（翌期からの定額均等費用処理）      同  左
⑥ 会計基準変更時差異の処理年数                            １０年                      同  左
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１０．関連当事者との取引

　　　当連結会計年度

 親会社及び法人主要株主等

　属 性                 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　そ　の　他　の　関　係　会　社

　会 社 名                 　　　　　　　　　三井物産株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　ユニシス・コーポレーション

　住 所                 　　　　　　　　　　東京都千代田区　　　　　　　　　　　　　　アメリカ合衆国ペンシルバニア州

　資 本 金                 　　　　　　　　　　１９２，４８７　百万円　　　　　　　　　　　　　　 　　　３　百万米ドル

　事 業 の 内 容                 　　　　　　　　　　　　総合商社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造・販売業

　議決権等の被所有割合                 　　　　　　直接２７．８５％　　間接０．０１％　　　　　　　　　　　　　　直接２７．８５％

　　　　　　　　　役員の兼任等　　　　　　　　兼任 ３名 　　転籍 3名　　　　　　　　　　　　　　兼任 3名  　出向 3名

　　　　　　　　　事業上の関係　　　 ユニシス製コンピュータ等の仕入代行　　　コンピュータおよびソフトウェアの製造供給元

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　営業取引　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業取引

　取 引 の 内 容                 　 ①販売および賃貸用コンピュータの仕入他　②技術情報・技術援助の提供料、商標の使用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　料およびソフトウェアの使用料の支払

　取 引 金 額                 　　　　　　　　　　14，978　百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　16，994　百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産のその他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前渡金）

　期 末 残 高                 　　　　　　　　　　 9，164　百万円　　　　　　　　　　　１，701　百万円　　　　3，073　百万円

（注） １．上記取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　　　 ２．取引条件および取引条件の決定方針等

① 販売および賃貸用コンピュータの仕入については、ユニシス・コーポレーション等のメーカーに当社希望価格

を提示し交渉の上、諸条件を決定しております。

なお、仕入にあたっては、仕入代行機関の同社を経由して行っておりますので、取引金額はユニシス・コーポ

レーション等のメーカーからの仕入額と同社の仕入代行に伴う諸費用の合計であります。

② 技術情報・技術援助の提供料、商標の使用料およびソフトウェア使用料の支払については、個別に諸条件を

決定しております。

科　　　　　　　　　　　　目 買掛金他　買掛金他

関係内容



平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 8日

上   場   会   社   名       日本ユニシス株式会社 上場取引所東１部

コード番号       8056 本社所在都道府県

（URL　http://www.unisys.co.jp） 東京都

問合せ先  責任者役職名 コーポレートコミュニケーション部長

　　　    氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　龍岡  慎一 TEL (03) 5546 - 4111
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月  8日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 26日 単元株制度採用の有無　有（1単元　100株）

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 273,384 △ 4.0 2,568 9.8 6,116 5.7

13年  3月期 284,892 △ 2.6 2,338 △ 84.2 5,786 △ 63.7

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 4,376 - △ 39.91 - △ 5.4 2.6 2.2

13年  3月期 3,054 51.1 27.85 - 3.8 2.5 2.0

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   109,663,265 株　　　13年  3月期   109,663,524 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 7.50 3.75 3.75 822 - 1.0

13年  3月期 7.50 3.75 3.75 822 26.9 1.0

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 233,804 78,549 33.6 716.28

13年  3月期 231,784 82,504 35.6 752.34

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期 　109,663,010株　13年  3月期 　109,663,524株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期           514株  13年  3月期             3株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 127,000 300 100 3.75 － －

通　　期 285,000 8,700 4,700 － 3.75 7.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    42円  86銭

（注）上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済

　　　および経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきく

         ださい。

　　　なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の7ページをご参照ください。

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

- 24 -
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１２．個別財務諸表等

損 益 計 算 書

当 期 (第58期) 前 期 (第57期) 比 較 増 減 (△)
科 目 13.4.1～14.3.31 12.4.1～13.3.31 金    額 増減率

百万円 百万円 百万円 ％

売 上 高 ２７３，３８４ ２８４，８９２ △ １１，５０８ △ 4.0

売 上 原 価 ２０６，０６６ ２０９，７７５ △ ３，７０８ △1.8

売 上 総 利 益 ６７，３１７ ７５，１１７ △ ７，７９９ △10.4

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６４，７４９ ７２，７７８ △ ８，０２９ △11.0

営 業 利 益 ２，５６８ ２，３３８ ２２９ 9.8

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 ２，５３６ ４８８ ２，０４７
上 場 有 価 証 券 売 却 益 ８４３ ２，６９３ △ １，８４９
建 物 賃 貸 収 入 ４８２ ６１７ △ １３４
そ の 他 ８３３ １，５５１ △ ７１７

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 １，０６９ １，２４０ △ １７１
為 替 差 損 － ５５６ △ ５５６
そ の 他 ７９ １０５ △ ２６

経 常 利 益 ６，１１６ ５，７８６ ３３０ 5.7

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ７６ － ７６

固 定 資 産 売 却 益 － ３３２ △ ３３２

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ３２ １７３ △ １４１

特 別 損 失

特 別 退 職 支 援 金 １４，２５８ － １４，２５８
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２５１ ３１５ △ ６３
固 定 資 産 売 廃 却 損 １０９ １０１ ７
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － ５６ △ ５６
そ の 他 ５５ １７ ３８

税 金 等 調 整 前
当期純利益(△は損失)

△ ８，４４８ ５，８０１ △ １４，２５０ －

法人税、住民税及び事業税 ２，７７５ ３，６７７ △ ９０２
法 人 税 等 調 整 額 △ ６，８４７ △ ９２９ △ ５，９１７

当期純利益(△は損失) △ ４，３７６ ３，０５４ △ ７，４３０ －

前 期 繰 越 利 益 ４２，０４６ ４０，６６６ １，３８０
中 間 配 当 額 ４１１ ４１１ ０

当 期 未 処 分 利 益 ３７，２５８ ４３，３０８ △ ６，０５０ △14.0
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貸 借 対 照 表

当 期 (第58期) 前 期 (第57期)
科　　　　目

平成14年3月31日 平成13年3月31日
比較増減(△)

(資　産　の　部) 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 ３０，８２１ ２６，４５４ ４，３６６
受 取 手 形 ８１８ １，０６６ △ ２４７
売 掛 金 ７５，７１８ ９２，５２７ △ １６，８０８
自 己 株 式 － ０ △ ０
商 品 １２，６１４ ９，７２７ ２，８８６
仕 掛 品 ３，７２５ ２，２０１ １，５２４
貯 蔵 品 １４ ２４ △ ９
前 渡 金 ２，０００ １，９６２ ３８
前 払 費 用 ２，６５６ ２，１５５ ５０１
繰 延 税 金 資 産 ９，４９９ ３，５２０ ５，９７９
貸 付 金 １２，２５０ ７，５６２ ４，６８７
そ の 他 １，２７４ １，１０２ １７１
貸 倒 引 当 金 △ １５９ △ ２７２ １１２
流 動 資 産 計 １５１，２３６ １４８，０３２ ３，２０３

固 定 資 産
有  形  固  定  資  産
建 物 構 築 物 ５，４３９ ４，８８８ ５５１
機 械 装 置 ２３，６９１ ２６，７３６ △ ３，０４５
工 具 器 具 備 品 ２，７４０ ４，２４７ △ １，５０７
土 地 １，４１４ １，４１５ ０
建 設 仮 勘 定 － ８２５ △ ８２５
有 形 固 定 資 産 計 ３３，２８６ ３８，１１３ △ ４，８２７

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア １１，８５５ ８，４０５ ３，４５０
そ の 他 ２６３ ２７１ △ ７
無 形 固 定 資 産 計 １２，１１９ ８，６７６ ３，４４２

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 ９，０５２ ８，２９８ ７５４
関 係 会 社 株 式 ２，１１９ １，９９０ １２９
出 資 金 ２６１ ２８３ △ ２１
長 期 貸 付 金 １４３ １８ １２４
破産債権更生債権 等 ７３４ ８０４ △ ６９
繰 延 税 金 資 産 １１，００４ １１，０７８ △ ７３
敷 金 １３，５３５ １４，０７０ △ ５３５
そ の 他 ９６８ １，１１４ △ １４５
貸 倒 引 当 金 △ ６５８ △ ６９６ ３７
投資その他の資産計 ３７，１６２ ３６，９６１ ２００

固 定 資 産 計 ８２，５６７ ８３，７５１ △ １，１８３

資　産　合　計 ２３３，８０４ ２３１，７８４ ２，０２０
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当 期 (第58期) 前 期 (第57期)
科　　　　目

平成14年3月31日 平成13年3月31日
比較増減(△)

(負　債　の　部) 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債
支 払 手 形 ９６２ ２，１３０ △ １，１６８
買 掛 金 ４０，０５０ ５２，０３９ △ １１，９８９
長期未払金(1年以内) ２，３１７ ２，９６７ △ ６４９
短 期 借 入 金 ８，６２０ １０，５４０ △ １，９２０
長期借入金(1年以内) ８，１８４ ７，７６８ ４１６
社 債 ( １ 年 以 内 ） １０，０００ － １０，０００
未 払 金 １４，９８５ ８６７ １４，１１８
未 払 法 人 税 等 ２，１１５ ３，５５１ △ １，４３５
未 払 消 費 税 等 ２，６５９ ２，５３６ １２３
未 払 費 用 ９，８６６ １２，０６９ △ ２，２０２
前 受 金 ７，９５８ ７，４４０ ５１７
預 り 金 ３，４３８ ７１５ ２，７２３
前 受 収 益 １４７ １２８ １９
無償サービス費引当金 １，１８２ １，３５６ △ １７４
進路選択支援補填

引当金(１年以内) ２７０ ２７２ △ １
そ の 他 ９０１ ９３８ △ ３６
流 動 負 債 計 １１３，６６２ １０５，３２０ ８，３４１

固 定 負 債
社 債 － １０，０００ △ １０，０００
長 期 未 払 金 ２，４１２ ２，３３８ ７４
長 期 借 入 金 ２５，６７４ ２１，２５８ ４，４１６
長 期 預 り 金 １，７１２ １，０６６ ６４５
退 職 給 付 引 当 金 １０，８０８ ８，３４５ ２，４６３
役員退職給与引当 金 ２７４ ４５４ △ １８０
進路選択支援補填引当金 ４６８ ４９７ △ ２８
そ の 他 ２４２ － ２４２

固 定 負 債 計 ４１，５９２ ４３，９５９ △ ２，３６６

負　債　合　計 １５５，２５４ １４９，２７９ ５，９７４

(資　本　の　部)

資 本 金 ５，４８３ ５，４８３ －
資 本 準 備 金 １５，２８１ １５，２８１ －
利 益 準 備 金 １，３７０ １，３７０ －
その他の剰余金
任 意 積 立 金
陳 腐 化 積 立 金 ８，３５０ ８，３５０ －
別 途 積 立 金 ４，４００ ４，４００ －
プ ロ グ ラ ム 積 立 金 ４，５８１ ３，９０７ ６７４
建 物 圧 縮 積 立 金 １３５ １３５ －
特 別 償 却 積 立 金 ３９３ ２６６ １２７

当 期 未 処 分 利 益 ３７，２５８ ４３，３０８ △ ６，０５０
その他の剰余金計 ５５，１１９ ６０，３６８ △ ５，２４９

その他有価証券評価差額金 １，２９４ － １，２９４
自 己 株 式 △０              － ０

資　本　合　計 ７８，５４９ ８２，５０４ △ ３，９５４

負 債 及 び 資 本 合 計 ２３３，８０４ ２３１，７８４ ２，０２０
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利 益 処 分 計 算 書 ( 案 )

摘　　　　　要 当 期 (第58期) 前 期 (第57期) 比較増減(△)

百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 ３７,２５８ ４３,３０８ △ ６，０５０

プログラム積立金取崩額 ４３３ ５１１ △ ７７

特別償却積立金取崩額 ６１ ３８ ２３

計 ３７,７５３ ４３,８５８ △ ６，１０４

これを次のとおり

処分いたします。

配 当 金 ４１１ ４１１ ０

( １ 株 に つ き ) （ ３円７５銭 ） （ ３円７５銭 ） （ － ）

取 締 役 賞 与 金 － ５０ △ ５０

プ ロ グ ラ ム 積 立 金 ６７４ １,１８５ △ ５１０

特 別 償 却 積 立 金 － １６５ △ １６５

計 １,０８６ １,８１２ △ ７２６

次 期 繰 越 利 益 ３６,６６７ ４２,０４６ △ ５，３７８

(注)中間配当は次のとおり実施いたしました。

実 施 日 平成13年12月10日 平成12年12月11日

金 額 ４１１百万円 ４１１百万円

(１株につき ) (３円７５銭) (３円７５銭)
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注記事項

貸借対照表関係

当 期（第58期） 前 期（第57期）
百万円 百万円

(１)有形固定資産減価償却累計額 １０８，５１７ １０６，３６１
(２)保証債務 ６，０８５ ７，６６８

(３)期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、当期および前期の末日は、金融機関の休日でありましたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。

期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

受取手形 ５百万円 ６５６百万円

支払手形 ３４９百万円 ４２８百万円
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１３．取締役・監査役の異動

平成１４年６月２６日付予定

１．新　任

監 査 役

（非常勤）
清 塚 勝 久 （現　東京霞ヶ関法律事務所 弁護士）

　　※清塚勝久氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に

定める社外監査役の候補者です。

２．退　任

代表取締役

常務取締役
ﾂﾋ ﾟ ｯ ｸ ﾆ ｭ ｰ ･ ﾆ ｷ ｴ ﾙ

常務取締役 鈴 木 貴 士 （退任後 当社顧問に就任予定）

取 締 役
（関西支社長）

日 高 大 稔
（日本ユニシス・ビジネス株式会社代表取締役

社長に就任予定）

取 締 役 松 森 正 憲 （引き続き執行役員に就任）

取 締 役 福 永 　 努 （引き続き執行役員に就任）

３．昇　任

代表取締役

常務取締役
ﾆｺﾗｽ･ｼﾞｪｲ･ﾗｲﾀｰ （現 当社取締役執行役員）

生年月日 昭和２４年４月３０日生

略　　歴 昭和４８年 ３ 月 スペリー・コーポレーション（現ユニシス・コーポ

レーション）入社

平成 ５ 年 １ 月 同社プライシング・アンド・ビジネス・アナリシス

ディレクター

平成 ７ 年 ５ 月 同社アジア地区ファイナンスディレクター

平成１１年 ４ 月 当社顧問

平成１１年 ６ 月 当社取締役

平成１３年 ７ 月 当社取締役執行役員（現在）
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１４．執行役員の異動

平成１４年６月２６日付予定

１．新　任

執 行 役 員 稲 泉 成 彦 （現 エンジニアリングシステム統括部長）

執 行 役 員 鈴 木 　 正
（現 関西支社副支社長兼関西営業本部長
同日付関西支社長に就任予定）

執 行 役 員 入 部 　 泰 （現 第二ソフトウェアサービスセンター長）

執 行 役 員 平 岡 昭 良 （現 ビジネスアグリゲーション事業部長）

２．退　任

執 行 役 員 ﾂ ﾋ ﾟ ｯ ｸ ﾆ ｭ ｰ ･ ﾆ ｷ ｴ ﾙ

執 行 役 員 鈴 木 貴 士

執 行 役 員 日 高 大 稔

以　上


